
淀川区地域自立支援協議会設置要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、淀川区地域自立支援協議会設置要綱（以下「要綱」という。）に基づく会議運  

  営について必要な事項を定めるものとする。 

 

（検討事項） 

第２条 要綱第２条第１項第５号の地域の相談支援体制の充実に必要とされる事項の検討は次のと 

 おりとする。 

  （１）障がい者(児童を含む。以下「障がい者」という。)の福祉・保健・医療・就労・教育等の  

   ニーズの把握 

  （２）障がい福祉サービスに関する情報交換及び発信 

  （３）地域の関係機関の活動に従事する職員・ボランティア等の資質向上 

  （４）困難事例の検討及び個別支援会議の実施 

  （５）地域診断及び社会資源の開発 

  （６）支援過程に関する評価システムの整備 

  （７）障がい者虐待の防止及び早期発見・早期対応に向けた検討 

  （８）権利擁護等のために必要な調整 

  （９）大阪市地域自立支援協議会等への提言 

  （10）その他、目的を達成するために必要な活動 

 

（運営委員会） 

第３条 要綱第７条第１項における運営委員会については次のとおりとする。 

  （１）運営委員会の委員は１５名程度とし、委員長、副委員長および各部会の代表者、事務局で 

   構成する。 

  （２）運営委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

  （３）委員長は１号に定める委員以外の委員を運営委員会に招集することができる。 

 

（専門部会） 

第４条 要綱第７条第１項における部会については次のとおりとする。 

  （１）身体障がい者部会 

  （２）知的障がい者部会 

  （３）精神保健福祉部会 

  （４）居宅介護事業所部会 

  （５）就労支援部会 

  （６）相談支援部会 

  （７）こども支援部会 

  ２ 部会参加者については運営委員会での承認を必要とする。 

  ３ 部会代表は、部会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

  ４ 部会には副代表１名以上を置くことができ、部会委員の互選によりこれを定める。 

  ５ 部会副代表は、議事その他の会務について部会代表を補佐する。 

  ６ 部会代表に事故あるときは、部会副代表が、その総理を代理する。 

  ７ 部会代表及び部会副代表の任期は 1年とし、再任を妨げない。 

 

（意見の聴取） 

第５条 要綱第６条における委員以外の者から意見又は説明を求める場合、あらかじめ、運営委員会での

承認を必要とする。 

 



附 則 

 この要領は平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は令和６年４月１日から施行する。 


